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キャッシュフロー会計について
—T.A.Lee の所説を中心にして一―
笹倉淳史
I はじめに
今日，わが国の企業会計においては損益計算書と貸借対照表が基本的財務
諸表である。従って，この 2つの計算書に重点を置いた理論的説明が行われ
ている。しかし，アメリカ等の諸外国では，これらの計算書に資金計算書
(Fund Statement)ないし財政状態変動表 (Statementof Changes in 
Financial Position)が追加されている。 とりわけ，最近ではこの資金計算
書はキャッシュフロー計算書 (CashFlow Statement)として記述される
例が多い。アメリカでは財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Stan-
<lards Bords-F ASB)はそのステイトメント第95号によって， 1988年7月以
(1) 
降に終了する年度からキャッシュフロー計算書が作成されることになった。
またイギリスにおいても， 1975年に標準会計実務 (Statementof Standard 
Accounting Practice-SSAP)第10号によって資金計算書が制度化されていぇ）
このような動きと平行して，現金の流入と流出に重点を置いたキャッシュ
フロー会計を主張する見解が現れてきている。とりわけこの動きは，硯行の
(1) Financial Accounting Standard Board., Statement of Cash Flows, State-
ment of Finacial Accounting Standards No. 95, Nov.1987. 
(2) ICAEW, Statement of Source and Application of Funds', Statement of 
Standard Accounting Practice, No. 10, 1981. 
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発生主義会計と現金主義会計との対立，ひいては将来の収益性の評価に最適
であるのは現行の会計利益かキャッシュフローかという議論と密接に関連し
ている。本稿では， この議論に積極的に参加し， イギリスにおけるオビニ
ォンリーダー的役割を果たしている ThomasAlexander Leeの CASH
(3) 
FLOW ACCOUTING (1983)を取り上げ，その理論的構造を明らかにする
ことを目的とする。
]I リーの会計観
リーによれば，一般に会計の役割は財務的性格をもった情報を提供するこ
とであるとされるが，このような定義はとりわけ伝達される情報の性格，伝
達される人，利用方法について曖昧であるとする。リーは種々の定義を参考
(4) 
にして，次のように主張している。会計は情報／伝達機能をもち，その目的
はその受取人の知識を培加させ，将来についての不確実性を減少させるよう
な情報を伝達することである。その意味で，会計情報はこれらのことを可能
にする能力を持っていなければならない。すなわち，情報は効用を持たねば
ならない。このことは情報があらゆる場合に利用されることを意味してい
る。その情報が潜在性，効用を持たないなら，それは情報ではなく単なるデ
ータである。
会計情報は有用でなければならず，受取人の行動と行為に影響を及ぽさね
ばならない。それは，先に述べたように意思決定者が利用可能な代替案につ
いての知識を増加することに役立ち，特定の意思決定とかかわりのある不確
実性を引き下げる能力を持たねばならない。すなわち，その目的に適合した
ものである必要がある。この場合，会計情報の作成者は，それが利用者の要
求に適合するように，情報の浩在的利用者についての知識を持たねばならな
い。情報の効用と適合性については，「誰にとって有用か」「どんな目的に有
(3) Lee, T. A., Cash Flow Accounting, Van Nostrand Reinhold (UK) Co. 
Ltd, 1984. 
(4) Ibid., p. 8. 
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用か」に関連する。換言すれば，アカウンタントはその情報の受取人の港在
的要求に無知であることは許されないということである。アカウンクント
は，その伝達によって達成される効用と目的適合性の程度をほとんど考慮せ
ず「暗闇の中」で報告する。このことは，彼らが特別の要求あるいは用途
（すなわち港在的なグループの一般的理解と知識）を知らないこと，を意味
する。そして，利用者が自らのために意思決定をするとき，情報の選択は利
用者が行うのであって，作成者たるアカウンタントが行うのではない。故
に，情報は一般的目的に適合しなければならない。
会計は特定実体の経済的活動と事象を十分に示すことを要求される。希少
資源の取得，利用，処分にかんする活動は会計の主たる問題であるし，これ
は，記述される経済活動とそれを記述する情報とが適切に一致するように，
実体の構造内で適切に示されることが必要である。この点における主たる問
題は，会計情報が直接的経験あるいは経済的活動との接触の代用として生み
出されることである。故に，その代用は直接的経験から得られるものと一致
することが必要である。活動とそれを生み出した実体を明らかにすることは
会計の基本である。
会計情報は十分に測定，伝達される必要がある。情報とその情報が記述し
ようとしている経済的リアリティとの一致は，経済活動と事象を明らかにす
ることと関連がないし，それはまた会計データが直接的経験の代用であるこ
とを歪めることのない一般に是認されたルールに従って測定されることを意
味する。
もし測定された会計メッセージがその受取人に十分に伝達されるなら，会
計情報の適切な開示と作成もまた不可欠である。まずいコミュニケーション
は受取人に損害を生み出させるし，会計の価値を低下させる。これはまた報
告書の利用者に対する理解可能なかたちでの必要な会計情報を伝達していな
いことを意味している。もし報告書の利用者が伝達された会計メッセージを
理解しないならあるいは誤解するなら，これらのメッセージが彼に財務的な
損害を与える危険が存在することになる。
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報告される会計情報はその利用者に影蓉を与える種々の決定に関連してい
る。そのような情報のニーズは，代替案が評価される必要があり，そして意
思決定時にそれに関する知識が存在しないことから生じている。故に，実体
についての有用で，適合する，対応する，そして測定された理解可能な情報
の目的は，その利用者の意思決定に関連すぺきであることである。このこと
は意思決定の性格が会計情報の作成時に考慮されるべきであることを意味し
ている。それは利用者それ自体でなく，彼の意思決定である。例えば，ある
証券市場に投資しようとしている投資家がいるとすると，彼はその利用可能
な資金がどの投資に向けられるべきかについて考慮中であるとする。彼の要
求するものは利用可能な代替案に関する適切な情報である。
以上，財務会計の報告の基礎についてリーの所説を概観してきたが，彼は
この主張に従って次のような図と要約とを示している。なお，番号は図の説
(5) 
明の番号と一致している。
報告され
会
?
致
?
測定ルー ル 解
(1) 経済活動は実体内で行われ，実休外の人は実体と彼らとの関係に関連
する意思決定に興味をもっている。しかし，彼らはその興味をもっている活
(5) Ibid., p; 18. 
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動について必要な知識を欠いている。報告される会計情報はこの直接的経験
に代わるものを提供することを求められる。
(2) 報告される会計情報は，意思決定に関して，潜在的利用者に有用でな
ければならない。効用の目的を満たすために，情報はこれらの決定に適切で
なければならない。ただし，一般的意味での適切さであって，特定の決定に
参加しないように，そして必要な中立性を失わないように，である。
(3) 目的に適合し，有用であるために，報告された会計情報は実休の経済
活動のリアリティに合致すべきである。それは，一般に是認され適切なJレー
ルに従って測定されねばならず，利用者に理解可能な方法・様式で開示され
ねばならない。
リーは以上のような会計観をもとに，キャッシュフロー会計を主張してい
る。
皿 キャッシュ・フロー報告の構造
一その概説と計算例ー一
リーの主張するキャッシュフロー会計 (CashFlow Accounting)は， 4 
つの計算書が作成されることによって完全なものになる。まず，キャッシュ
・フロー報告 (CashFlow Reporting')は硯実的そして港在的双方のキャッ
シュ・フローを報告することを目的としている。これらは不可分の関係にあ
り，一方を報告し他方を報告しないことはキャッシュ・フローの不完全な描
(6) 
写となる。
•実現キャッシュ・フロー (realized cash flow.)一過去，すなわち硯実的
キャッシュフローを示すものであり，寺ヤッシュフロー会計の機能として
通常示されるものである。
•実現可能キャッシュ・フロー (realizable cash flow)ー 一将来， すなわ
ち港在的キャッシュフローを示すものであり，売価会計（Sales.Price 
(6) Ibid., p. 50. 
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Accounting)における現金等価（売鵠可能額）に焦点を合わせるもので
ある。
また，これらの計算書以外に，以下の諸表が作成される。
・貸借対照表一~ンを
示す財政状態の計算書である。
•財政状態の変動計算書—実体の財政状態の全般的変動の計算書を提供す
る計算書である。
以上4つの計算書が作成されて初めて，キャッシュフロー会計が完全なも
のとなるが，それぞれの計算書を概観する前に，この会計制度の特徴を取り
あげておくことにする。まず，このシステムでは現金化可能性が重視される
(7) 
ことになる。というのは，報告書利用者が純資産と実現したキャッシュ・フ
ロー，そして未実現のそれ（すなわち，売価で表示される現金等価の形で存
在するもの）とを区別できるようにするためである。
前述のように，現金化可能性が重視されるため，資産と負債の分類について
新しいアプローチが採用されることになる。すなわち，資産については正常
な流動性によるその現金化可能性に従って，それも，変化している環境に実
(8) 
体が敏感に適合するように分類されるべきである。これらの分類には，当該
資産の市場可能性を反映すべきであるが，経営者の意図は反映すべきではな
い。というのは，売価に関する現実的な情報を得るために，たとえそれが限
定された市場であっても，市場に存在するものを求めることが必要であり，
これによって，前述した情報とその経済的事実に関する会計の合致の特徴が
守られ，要求される会計データは財務諸表の作成者の価値判断なしに決定さ
れるからである。もし，売価が存在しないなら，硯金等価ゼロとすることが適
切である。なぜなら，この額がその報告時の財政状態を反映するからである。
また，それが会計プロセスの目的と矛盾し， もし，実体資産に関する経営
(7) Ibid., p. 50. 
(8) R. J. Chambers, Accounting, Evaluauion and Econmic Behavior, Printice 
Hall, 1966, pp. 202-4. 
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者の意図あるいは期待がその財務諸表によって伝達されるなら，報告される
情報の現実的本質と矛盾するだろう。意図について報告することは，予測す
ることになるだろうし，それは期間についての事業に生じたことに合致する
財務諸表の機能ではない。財務諸表で売価を利用することは，実休資産の現
在の状態の表硯であり，それらが流動化される（これは最終的には事業の通
常のコースである）ということを暗示した計算書と考えられるべきではな
い。なぜなら売価は期待キャッシュ・フローを港在的に反映するものではな
いし，売価は資源の利用可能性と支配力を説明しているが，流動性収入
(liquidati~n proceeds)は説明していないからである。 この点については，
後述する。
これらの説明によってキャッシュフロー報告の資産分類は次のようにな
ピ
•現金資産 (realized assets)ー 一現金，預金
•容易に現金化可能な資産 (readily-realizable assets)-＿既存の市場と売
価がある資産
•容易に現金化可能でない資産 (not-readily-realizable assets)――市場と
売価がなく，市場が限定されているために，容易あるいは即座に硯金化で
きない資産
•現金化可能でない資産 (not-realizable asset)—市場も売価なく，この
ためにそれらがゼロ数値計算される資産
この分類によって，報告書の利用者は，実休の資産の構造について現実的
な情報を入手できることになる。また，それは利用者がその構成から，報告
された時に存在する種々の資産のかたちでそれに内在する渚在的キャッシュ
フローの大きさと不確実性を計算することができるように考えられている。
(10) 
また，負債の分類も同様である。すなわち，支払可能性，すなわち即座に
支払いが要求されるものから，返済が明らかでないものへと配列されたこと
(9) Lee, op. cit., p. 51 
(10) Ibid., p. 51. 
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になるが，これは伝統的会計で行われている分類と同様である。この支払能
カの分類が適切であるのは，負債の返済期日が到来する時の港在的キャッシ
ュフローの大きさとクイミングを知らせるものとなるからである。
以上の説明から，次の 4つの計算書が作成される。
(11) 
実現キャッシュフロー計算書 (statementof realized cash flow―SRCF) 
この計算書は期間中の実休の現実のキャッシュフローの流入と流出につい
て報告をする。例えば，流入の例は事業活動からの現金流入，実体の所有者
からの追加的資本，追加的な短期・長期借入金の受け入れであり，その流出
は資本的支出，課税・分配支払，借入金返済である。次にそのひな型は以下
のようになる。
実硯キャッシュフロー計算書
キャッシュインフロー
営業上のキャッシュフロー
追加的借入
キャッシュアウトフロー
資本支出
納税
分配
??
?
? ?
? ?
??
? ?
?―?
このように， この計算書は実体の財務管理の結末についての報告をなし，
?
こから現金を入手したか， そして， それがどこに利用されたかを記述する。
とくに，内部源泉（営業上）あるいは外部源泉（借入）からの貢献との関係
を強調する。、また利用可能な現金の利用ー特に，将来の営業上のキャッシ
ュフローを提供するだろう資本的支出と，報酬のない課税と分配のための支
出一を強調する。故に，利用者がキャッシュフロー業績を識別し，特にイ
ンプット（内的対外的資金調達）とアウトプット（投資対分配）の
相対的変化の証拠を発見できるようにした計算書である。
(11) Ibid., pp. 52-4． 
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(12) 
実現可能利益計算書 (statementof realizable eaning-SRE) 
前述の実現キャッシュフロー計算書は達成されたキャッシュフローのみを
説明しているが，未実現のキャッシュフローは除外されてきた。 というの
は， その純資産が現金以外の形態であるからである。 これに対して，実現可
能利益計算書は実現及び未実現のキャッシュフローを報告する。 2つの種類
のキャッシュフローの結合は一般的な売価会計のシステムで算出されたもの
に等しい期間利益測定を提供する。ここで，未実現のキャッシュフローは期
間中に保有されているすべての資産の売価の変動から，実体の売買に関する
負債の期間的変動を控除したものである。ゆえに， それらは当該期間の一部
あるいは全部についての実体によって保有されている純資産からの港在的キ
ャッシュフローを示す。
この計算書は，現金化可能性と支払能力によって配列される。
実硯可能利益計算書
?? ??
実硯利益
営業キャッシュフロー
未実硯利益
港在的キャッシュフロー；
容易に現金化可能な純資産
容易に現金化可能でない純資産
実硯可能利益の合計
差引；納税に充当
差引；分配に充当
加算；過年度の剰余金
緑延剰余金
X 
??
?????
? ? ?
(12) Ibid., pp. 54-5. 
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貸借対照表 (statementof financial position) 
どのような財務報告システムにおいても財政状態を示す貸借対照表は必要
その計算書は売価で，すなわちカレントな現金等価によって開示さ
(389)103 
である。
れたその純資産にもとづいて，実休のキャッシュフローの浩在性を記述する。
それは，先の実現キャッシュフロー計算書と実現可能キャッシュフロー計算
害の関係を明らかにする。貸借対照表のひな型は次のようになる。
貸借対照表
現金性資産
容易に現金化する資産
控除：短期債務
容易に現金化可能でない資産
硯金化可能でない資産
資産合計
控除：長期債務
純資産合計
所有者資本
剰余金
所有者持分
?? ??
??
???
?
? ?
? ?
?
? ?
―?
財政状態変動表 (statementof changes in financial position) 
財政状態変動表は，これまでの計算書が報告書の利用者に財政状態のすべ
ての変動を報告していないので，この欠点を補うために必要とされる。 この
計算書は原則として，期首と期末と貸借対照表の比較によって作成される
が，他の計算書の諸数値と密接に結び付いていることに注意されたい（この
点については，後の例示で明らかになる）。この計算書は売価によって表示
されるために，売価ベースの資金計算書であるといえる。
(13) Ibid., p. 55-6 
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財政状態変動表
?? ??
実硯キャッシュインフロー
現金資産の増加
容易に現金化可能なインフロー
容易に硯金化可能な資産の増加
差引；短期負債の増加
容易に硯金化可能でないインフロー
容易に硯金化可能でない資産の増加
長期キャッシュアウトフロー
長期負債の増加
不明確なキャッシュアウトフロー
期間剰余金
X 
??
?
x-x-
— 
X 
? ?
―?
(14) 
以下ではその計算例を示す。
1月1日から12月31日までを一会計期間とする企業を想定する。この企業
は次の資産，負債を所有していた。
とに注意されたい。
ただし，資産は売価で表示されているこ
(14) 
(15) 
Ibid., p. 56-7. 
lb絋， p.57-67.
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£000 £000 £000 
固定資産
不動産
設備及び機械
車両
流動資産
製品
仕掛品
債権
預金
差引；流動負債
債務
未払税金
未払配当
持分
資本
剰余金
長期負債
借入金
? ? ? ? ?
?????
??
??
32 
? ? ?
―?
? ? ? ?
? ? ?
この会計期間について，次の取引が生じたとする。
(1)掛売上£194,材料，賃金，間接費の未払い£133である。
(2)仕掛品は£125かかり，完成品に振り替られた。完成品の売上原価は£119
である。
(3)期間中に，債務者から£187支払いをうけ， £124が債権者に支払われた。
その他の硯金支払いには，利子の£ 2,税金の£13,配当金の£10,不動産
£7が含まれている。また， £8の長期借入を行なった。
(4)期間中の税金の引当は£20であり， 12月31日の分配案は£12であった。
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また， 12月31日のそれぞれの売価は，不動産£20,設備と機械£ 6,車両£
4,製品£18,仕掛品£24,債権£18,預金残高£44であった。以上のデー
タより以下の情報と財務諸表が作成されることになる。これには次のような
ワークシートが利用される，
不 ［ 車 製 仕 偵 銀 債 税 分 借 査 剰動 掛 入 本 余産 両 品 品 権 行 権 金 配 金 金 金
£000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 £000 
期首残高 12 ， 10 10 ， I 5 (9) (13) (10) (lo) (10) (14) 
売 掛 金 194 (194) 
顧客からの現金 (187) 187 
材料賃金等の未払い 133 (133) 
仕入先、従業員への支払い (124) 124 
製造原価 125 (125) 
売上原価 (119) 119 
支払利息 (2) 2 
税金引当 (20) 20 
税金支払い (13) 13 
分配引当 (12) 12 
配当支払い (10) 10 
不動産購入 7 (7) 
借 入 金 8 (8) 
売価修正 1 (3) (6) 2 7 8 (1) 
期末残高 20 6 4 18 24 18 44 (18) (20) (12) (18) (10) (56) 
まず，実現キャッシュフロー計算書を作成すると，次のようになる。
実現キャッシュフロー計算書
12月31日に終了する年度
キャッシュインフロー
期首キャッシュフロー
借入金
61 
8 
69 
キャッシュアウトフロー
不動産取得
税金
配当金
硯金資産の増加
??????
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これらの諸デークはワークシートの銀行欄から入手される（すべて
の取引の決済は銀行で行われていると仮定されている）。例えば，期首キャ
ッシュフロ -£61は，顧客から受け取った現金£187から仕入先への支払い
なお，
£124と利子£2と控除した金額である。また，現金資産の増加£39は，期
首の銀行預金£5から期末の銀行預金£44を控除した金額である。
キャッシュインフローのほとんどをその営業から得たこ
その後の納税，分配及びほとんどの現金が銀行預金を増加させたこと，
これによって，
と，
が報告される。
次に，実現可能利益計算書の作成すると，次のようになる。
実現可能利益計算書
12月31日に終了する年度
£000 £000 £000 
実現利益
営業キャッシュフロー（実硯キャッシュフロー計算書より）
未実硯利益
容易に硯金化可能な資産の純額；
債権
製品
（債務）
車両
不動産
容易に硯金化可能でない資産の純額；
仕掛品
設備と機械
差引；納税引当
差引；未払配当
加算；前期繰越利益
繰越利益
61 
?
?
?
?
??
15 
(3) 12 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
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貸借対照表
12月31日
1月1日
£000 
12月31日
£000 
現金資産
銀行
容易に硯金化可能な資産
債務
製品
車両
不動産
差引；短期債務
債務
税金
分配
容易に現金化可能でない資産
仕掛品
機械及び設備
純資産
差引；長期債務
借入金
株主持分
資本金
剰余金
?
44 
11 
10 
10 
12 
43 
??????
? ? ? ? ? ?
18 
20 
12 
50 
10 
?
??
??
??
? ? ? ? ?
10 
24 
18 
66 
10 
14 
24 
10 
56 
66 
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財政状態変動表
12月31日に終了する年度
£000 £000 £000 
実現キャッシュインフロー
現金預金の増加
未実現のキャッシュインフロー
すでに現金化した純資産；
債権
製品
（債務）
（純税引当金）
（未払配当金）
車両
不動産
容易に現金化可能でない資産；
仕掛品 15 
設備及び機械 登）
溶在的な長期キャッシュアウトフロー
追加的借入
港在的に不明確なキャッシュアフロー
期間の剰余金
39 
?
??????
?
?
12 
? ? ? ?
?
? ? ?
w キャッシュフロー報告の理論的根拠
では次に，このようなリーのキャッシュフロー会計の理論的根拠を概観し
てみよう。リーの述ぺるところでは，キャッシュフロー報告はキャッシュフ
ローと売価を結合するシステムであり，このために収益性と流動性双方に関
する報告が可能であるというメリットを報告書利用者に提供する。そこでで
てくる数値はキャッシュフローであり，主たるメッセージは，そのキャッシ
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(16) 
ュフローのどれだけが利用可能な利益から引き出されたかである。
以下では特に，利用者がどのような情報を必要としているかという点か
ら，キャッシュフロー報告の重要性を検討してみよう。この場合の，主要な
利用者グループは株主，債権者（銀行を含む），仕入先，得意先，従業員，政
府である。これらすべてのグループは，種々の意思決定をするために情報を
要求するので，基本的に諸数値に興味がある。まず，株主は将来の分配の指
標を求め，債権者，銀行，仕入先は将来の返済に興味があるし，得意先は財
貨及びサービスの将来の供給に興味がある。また従業員は仕事の見込みにつ
いての情報を必要とし，政府（課税当局のかたちで）は将来に支払われる税
金に対する債務を見積もらなければならない。過去のキャッシュフローの情
報であっても，キャッシュフローの報告の効用は以下のように存在するであ
(17) 
ろう。まず，実体の分配の記録は実硯利益とそのようなアウトフローをカバ
ーするために利用しうるキャッシュフロー双方によって開示されるが，この
2つの事柄は株主には現金分配に関する意思決定上重要な要素である。債権
者，銀行，仕入先には過去の返済記録（すなわち，満期時に硯金を返済しえ
たかどうか）が詳細に開示される。得意先には，実体の過去の収益性と流動
性が，生き残り，そしてサービスを提供し続ける能力に関する情報を提供す
る。従業員には，キャッシュフロー報告は実体の利益とキャッシュフロー記
録を記述するだけでなく，利益から創造された現金とその現金の用途に関す
る情報を提供することによって労働需要が予想できる。（ただし，その報告
は過去の事実のみ報告し，その実休の過去及び将来の傾向の変化については
利用者によって判断される。）
以上のようにすべてのグループはキャッシュフローに興味をもち，キャッ
シュフロー報告はこの要求に適合している。資産と負債はカレントな硯金等
価によって記述されることによって，利用者が合理的かつ客観的にキャッシ
ュフローを予測する基礎を提供できることになる。
(16) Ibid., p. 74. 
(17) Ibid., p. 82. 
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また，売価によって実休の純資産構造を記述することは，報告者がすべて
の報告書利用者に，資産の現金インフローヘの移行，キャッシュアウトフロ
ーによる負債の消減，更に負債を生みだすキャッシュインフローの非貨幣性
資産への移行に関する合理的で現実的な情報を与える機会を提供する。現金
で実行された取引のコンスクントなサイクルは，利用者にキャッシュフロー
潜在性を判断するための基準を提供するし，また，利用者に究極的に種々の
(18) 
報酬 (return)を提供する基準となる。
現金クームで純資産を表示し，それを生み出すキャッシュフローを報告す
ることは，その利用者に資産と負債，キャッシュインフローとアウトフロー
の分類を考えさせるメリットが存在する。会計における分類は，資産の実硯
可能性，負債の返済能力，剰余と赤字が実現したか，あるいは実現可能かど
うかを判断するためにキャシュフロー報告で行われねばならない。これによ
って，利用者はこの硯金創造とかかわりのある資料を提供され，予想が可能
になる。前述したように，十分なキャッシュフロー情報を提供しようとする
(19) 
なら，伝統的分類は適切ではない。
以上のように，このシステムは利用者を特定しておらず，すぺての利用者
に有用であった。その一般性は，キャッシュフローの基本的性格及び各利用
者の意思決定と関連しているために，すべての利用者に有用である。また，
この点は「リーの会計観」のところでも説明したところである。
また，これ以外に，キャッシュフロー報告のメリットについてリーはいく
つかの点をあげている。
(20) 
財務的生存能力と生存者
またキャッシュフローなしに実体は生存出来ない。生き残るということ
は，実休は期日の到来した現金の支払いを決済するために十分な硯金を受け
取っていることを前提としている。ただし，このことは，収益が事業の生き
(18) lぶd.,pp. 82-3. 
(16) Ibid., p. 83. 
(20) Ibid., p. 83-5. 
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残りのための唯一の手段であることを誤って信じている多くのビジネスマン
とマネージャーには効き目がないであろう。キャッシュフロー報告はこれら
の誤った考え方を訂正する会計及び報告の制度である。それは収益活動から
現金の利用可能性，つまり内部からそして銀行借入金のような外部のソース
から資金を調達した現金への相対的依存，投資及ぴ分配のために利用し得る
現金の利用，に関する重要な情報を提供する。キャッシュフローは通常1つ
の取引の完了及び次の取引の始めに注目するので，それらの報告は事業が直
面する最も基本的な財務問題を開示するかなり硯実的な手段である。収益性
がどうであれ，キャッシュフローは実体が生き残ろうとすれば，可能な限り
早く利益から提供されねばならない。財務的生存能力 (viability)と生き残
り (survial)は長期的なことがらである。このように，キャッシュフロー報
告は長期的生存能力と生き残りを反映する適切な情報を提供している。
(21) 
硯金の創造
また，もしすべての報告書利用者の要求が単一の要因に還元されるなら，
それはキャッシュフローの報酬であろう。（例，株主は配当，債権者は貸付
金の返済と利子等）ほとんどの利用者は実体からの報酬に興味をもってお
り，それらは通常キャッシュフローによって行われる。故に，キャッシュフ
ロー報酬の問題はこれらのグループにとって重要な問題である。利害関係者
は，実体のキャッシュフロー創造の能力にはかなりの興味をもっている。も
し，それが利害関係者に十分な報酬を提供するための硯金を創造しないな
ら，彼らの行った契約や被ったリスクのいずれかによって彼らに帰属するは
ずのものを受け取ることができない。これはに多くの会計研究・意見書はこ
(22) 
の点に同意している。しかし，現行の会計及ぴ報告のシステムはこのような
欠陥のあるものになっている。これに対してキャッシュフロー報告は実現し
たキャッシュフローだけでなく実現可能キャッシュフローをも示すことを試
(21) Ibid., p. 85-6. 
(22) American Institute of Certified Public Accountants, Accounting Objec-
tive Study Group, Objectives of Financial Statements, 1釘5.
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みている。現金による報醗に興味のある利用者は，キャッシュフロー報告が
その要求を無視しないことを主張する。
(23) 
資源に対する支配力 (commadover resourves) 
人間や動物のように，事業は，消費者の需要と嗜好の変化，技術の発展，
法律や社会的拘束等に適応することによって，長期的に生き残っている。事
業はこれらの変化に適応しないなら，存続できないであろう。存続するため
にはその手段が必要であり，既存の資源を処分し，代替物を取得する。そし
て，その存続のために必要な場合には，事業は資源を支配する能力を持たね
ばならない。従って，事業は，特定時点において，その存続のためにその時
点で適切なものとして経営者によって判断された仕事を実行するために，種
々のかたちの資源の収集と支配（所有）を考えている。
もし，経済的，技術的あるいは他の状況が変化し，その結果として，その
資源構造の変更を必要とするなら，この変更を効率的にする手段を持つ必要
がある。これを行う手段は，通常硯金である。すなわち，望まれなかった資
源は売却によって換金され，それは代替的資源を取得するために利用され
る。故に，現金は資源に対する支配力の表現であり，また，キャッシュフロ
一報告システムは支配されたもの (thatcommanded)に関する報告の手段
である。実現可能性と支払能力の順で資産と負債を示すことによって，利用
者は現金による資源に対する実体の支配力，そして，変化している環境下で
の実体の適応能力についての情報を入手できる。
（24) 
経営上の会計責任 (managerialaccountability) 
外部財務報告の本来の目的の1つは，経営者が株主によって委ねられた資
源のスティワードシップについて，株主に説明するためになされる手段を与
ことである。今日，そのような会計目的が存在しているが，報告書利用者の
意思決定上あまり注意が払われていないので，その重要性はかなり低下する
と思われる。しかし，経営上の会計責任は財務報告の重要な目的であり続け
(23) Le, op. cit., pp. 86-90. 
(24) Ibid., pp. 90-1 
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るべきである。この点で，キャッシュフロー報告は会計責任の目的に理想的
に適合している会計及び報告システムである。この報告は明確な方法で，管
理されている資源だけでなく，資源管理の結果についての情報も提供し，特
に，それは実体の財務管理について報告することに関連している。利益は，
資源を取得し，債務を返済し，報酬を支払うために必要である現金を提供す
るキャッシュフローに読み替えられる必要がある。キャッシュフロー報告は
前述したように種々のグループによって必要とされる情報を提供するという
意味で，魅力的な会計及び報告システムである。故に，この報告システムは
実体における第三者を含む一層広い硯在的様式での会計責任の機能を満たし
ており，総てのそのようなグループは管理の質一般，そして特に財務管理に興
味を持っていると思われる。キャッシュフロー報告はすべてのこれらのグル
ープによる管理の質を評価することに関連する情報を含んでいるのである。
最後に， リーはキャッシュフロー報告が他よりすぐれた特質を持っている
ことを示唆している。まず，キャッシュフロー報告に基づく情報が種々の利
用者グループの要求に適合し，この意味で一般目的適合性が存在し，またキ
ャッシュフロー報告は可能な限り現実的な経済的リアリティに合致するよう
に行なわれていることは前述した。その特質はキャッシュフロー報告がキャ
ッシュフローと売価を用いることによって，合理的で客観的なシステムにな
っていることである。それは売価という測定尺度を利用し，意味のある合計
数値と対応を提供することである。キャッシュフローはすべてが同一の期間
の購買力によって表示されるなら，それらは加減あるいは対応される。同様
に，同一時点の表示された売価は同一時点の他の売価に加減あるいは対応さ
れる。期間配分 (timeallocation)を回避することは，会計から生じる人為
的に測定されたデータについての不確実性を最小にすることができる。財務
報告機能から主観を全く消去するわけではないが，測定のプロセス上，キャ
ッシュフロー報告は配分を行うシステムよりも一層客観的であると，このよ
うに現行の発生主義会計を批判している。
合理的に客観的なデータを利用し，主観的判断を回避するために，キャッ
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シュフロー報告は少なくとも同一時点の比較可能な情報を提供する。期間が
一定に維持されている限り，キャッシュフロー報告を生み出すために必要な
測定の客観的性格は比較を有効なものとする。それはまた，キャッシュフロ
一報告が有用な比較可能性の特質に大いに貢献する会計方法に一貫性を導入
するという結論を生み出している。
キャッシュフロー報告はアカウンタントではない財務報告利用者によって
理解されるべきシステムであり，収益性計算書と貸対借照表で示される場
合，彼らがキャッシュフローおよび売価によって考える見方を支持する証拠
が存在する。故に，彼の知覚と直感に合致した情報を受け取ることは彼にと
って有利となる。さらに，伝統的な会計で最も一般に是隠され，一貫して適
用されてきた公準はゴーイングコンサーンであるが，キャッシュフロー報告
はこれを否定しない。売価を利用することは資産の現金化あるいは実体の清
算を示さない。それは資産が必要なときに，売却とその後の取得によって代
替的な様式に転換されるというメッセージを伝達する。変化に徐々に適応し
ている環境下で，実休は永久のものである。その資産構造は変化に依存する
要因であり，売価は資産構造の適合可能性，そして継続企業である実体と関
連あるリスクを反映する。故に，キャッシュフロー報告は他の財務報告シス
テムと同じ実体概念を用いている。
V 結びにかえて
以上， リーのキャッシュフロー報告の主張を概観してきた。リーはこのメ
(25) 
リ：ットについて最後に以下のようにまとめている。
•(1.) キャッシュフロー報告は重要な会計判断規準の重要性を強調するシス
テムである。即ち，キャッシュフロー報告情報は多くの利用者グループに適
切であり，故に一般目的の特質を持っている。これは可能な限り，事実とし
て報告実体の活動を反映している。それは複雑な測定手続きとかかわりがな
い。それは年次報告の伝統的な様式によって拘束されない会社の活動と関係
(25) Iぷd.,p. 122-3. 
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のある期間を反映するために利用される。そして，それは，伝統的報告と全
く同じ方法で十分な理解を与える詳細な開示からの支持を必要とする。
(2) それはすべてではないが，多くの伝統的な会計問題（例えば，費用配
分の問題）を回避すると思われるし，その残っている問題はアカウントが長
＜耐えてきた問題である。
(3) もし必要なら，それは完全な報告システムとして用いられ，あるいは
その代わりに，それは他の報告様式と結合して利用される。どちらのアプロ
ーチが採用されるとしても，キャッシュフロー報告は事業における重要な財
務的考慮（実休へのキャッシュフローの利用可能性）を反映することを試み
ている。
これでみてきたことから，次の諸点を指摘して結びに代えることにした
い。まず， リーのキャッシュフロー報告は各利用者の立場からの，メリット
(26) 
が明らかにされていることである。例えば，株主は将来の分配の指標を求
め，債権者等は将来の返済に関する情報を求め，従業貝は将来の仕事の見込
みについての情報を求めている等である。ただし，どのグループを主におく
かについては全く全面に押し立てていない。むしろ，どのグループも平均的
に取り扱っているようにもみえる。この点で注意することは，キャッシュフ
ロー報告を行うのはアカウンクントであるが，その報告によって得られたキ
ャッシュフロー情報を判断する主体はあくまで各利害関係者であることであ
る。そのためにアカウンクントはその判断に有用な分類等を行ったキャッュ
フロー報告を行うのである。この点については，特定の利用者を想定せず，
できるだけ「生の」情報を提供することによって，情報の選別とその利用を
(27) 
利用者にまかせるソーターの「事象理論」と通じるところがある。リーが各
(26) イギリスでは，コーボレートレボートの影響は大きい。 TheCorporate Report 
(A discussion paper published for・ comment by ・The Accounting Stand紅dS
Steering Committee), 1切5 このレポートの中では，硯行の公表財務諸表の1
つの欠点として，所有者のみを支配的利害関係者としていることをあげ，これら
以外にも報告を受ける権利のあるグループとして，従業員グループ等をあげてい
る。
キャッジュフロー会計について（笹倉） (403)117 
利用者からのキャッシュフロー報告の意義づけを明確にしていることは評価
できるであろう。
まとめの(3)から， リーはキャッシュフロー報告と今日の会計の発生主義会
計との対立を必ずしも考えていないことが注意されるぺきである。「他の報
告システムと結合して」とのぺているように，非常に弾力的な考えかたをし
ていーる。従来，キャッシュフロー会計といえば二等択ー的に現行の会計であ
る発生主義会計の否定につながっていたが，そのような結ぴつけをせず，現
行会計の枠の中に組み込むことをも考えている。このことから， リーの考え
は2つの方向，すなわち①キャッシュフロー会計を厳格に解釈し，発生主義
会計を否定する方向，③キャッシュフロー報告を現行会計の中に組み込む方
向，という 2つの方向へ発展する可能性が見いだされるであろう。ただ，⑨
の場合には，どのような方法によって取り込むかが問題となるであろう。
この点で，現行の会計に取り込む場合に，とりわけ実現キャッシュフロー
計算書における，キャッシュフローの業績の明確化は傾聴に値する。それ
は，キャッシュインフローについて，内部を源泉とするもの（営業）と外部
を源泉とするもの（借入等）との明確な区分をしていること，そして，キャ
ッシュアウトフローについて，将来営業上のキャッシュフローを生み出すだ
ろう資本的支出と報醜のない課税と分配のための支出を区別していることで
ある。これを区別し，さらにその相対的変化を観察することによって，その
キャッシュフロー業績が明確化され，それにもとづいて，利用者が適切な判
断をできるようにしている。
最後に， リーは，キャッシュフロー報告が売却時価をその評価の基準とす
るチェンバース等の主張するイグジットバリュー (exitvalue)理論にその
(28) 
基礎を置いている，と述ぺている。キャッシュフロー会計とイグジットパリ
ュー理論とを結合したことは，キャッシュフロー会計に関する初めての試み
（力） Sorter, G. H., "Events" Approach to Basic Acounting Theory, The 
Acco皿伽gReview, Jan. 1969, 
(28) Chambers., op. cit., 
118(404) 第 33巻第4• 5号
(29) 
である。従って， リーのキャッシュフロー報告の理論を完全に理解するため
には，このイグジットバリューの理論の検討が必要となるであろう。この点
については，紙幅の関係から今後の問題としたい。
またリーも述べているようにこのキャッシュフロー会計は論者によって若
干の差異があり，必ずしも意見が一致しているわけではない。例えば，彼は
自らのそれを純粋キャッシュフロー会計と呼んで，他のそれとを区別してい
(30) 
る。このような種々のキャッシュフロー会計が存在する原因は，それがまだ
初期的段階にあるからである。しかし，彼はキャッシュフローに関するこの
著作を公表した理由を，それについての多くの論文を公表し，その報告に関
する自らのアプローチをまとめる段階に至ったからであると説明している。
この彼のキャッシュフロー会計の体系化の努力は，イグジットバリュー理論
と結び付けて検討すべき問題であると思われる。また，この検討には，さら
にキャッシュフロー会計が成熟するまで，若干の時間を要すると思われる。
(29) Lee, op. cit., p. x. 
(30) Lee, op. cit., p. ix. 
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